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〔研究ノート〕

曰本企業の原価計算
一医薬品業とコンピュータ・メーカーの事例一

佐藤康男

はじめに および管理会計手法をより詳細に知るためには，

このようなアンケート調査では不十分である。ほ

とんどの企業は，その生産形態および製造工程に

合った原価計算方法を採用しており，教科書的な

質問内容ではカバーできないのである。しかも，

そのようなその企業独特な手法のなかに，上述し

たまさに“日本的な管理会計手法”と呼んでもよ

いものがひそんでいるのである。

それでは，このようなアンケート調査を補完す

るものはなんであろうか。それは，いうまでもな

く企業訪問によるインタビューであるが，これは

調査する側にもされる側にも多大な時間と費用を

要する。しかも，企業秘密に関することであるか

ら，お互いに信頼関係がなければならない。

筆者は，このような目的からいくつかの訪問結

果を発表しているが(2)，本稿もそのような意図に

沿っており，ここでは二つの企業の原価計算の内

容を明らかにする。ひとつは医薬品メーカーのそ

れであり，これまであまりこの業界の原価計算に

ついては明らかにされてこなかったので本稿でと

りあげた次第である。もうひとつの企業は，コン

ピュータを生産するハイテク企業の原価計算であ

る。これは，まさに今日の先端企業のものである

から，伝統的な日本企業の原価計算と比較できよ

う。しかし，企業名を明らかにできないのは，す

でに述べた信頼関係に基づいているからであるし，

本稿の目的に反しないからである。

現在の日本企業は，経理数値に加えて会計シス

テムをも秘密事項としている｡前者はディスクロー

ジャーの進展とともに，そのベールは次第にはが

されつつあるが，後者はさらに外部の人間から遠

くなりつつある。それは，それこそがダンピング，

移転価格税制などの問題が生じたときのキー・ファ

クターとなるからである。

（１）たとえば，つぎのようなものをあげること

最近，わが国の管理会計研究者の関心は企業の

会計実践に向けられているように思われる。８０年

代に日本企業を対象とするアンケート調査がいく

つかなされているが,＿それらはいずれも，日本企

業の原価計算および管理会計手法の内容を明らか

にするという目的をもっている(1)。

かって，管理会計の領域における研究者も他の

分野と同じように，欧米の文献研究に主たる関心

をもっていた。すなわち，欧米の主要なジャーナ

ルに掲載された論文を紹介するか，あるいはその

論文内容に対して私見を加えて吟味するという方

法が一般的であった。しかし，最近における実証

研究ブームは，このような従来の方法に代わって，

日本企業の管理会計実践に目を向けさせるように

なった。それは，日本企業の国際市場における競

争力の増大と無関連ではない。つまり，日本企業

の競争力は日本的な経営方法にあるのではないか，

そしてそれは日本企業のさまざまなレベルの管理

者，あるいは管理者グループの意思決定の仕方に

あるのではないか，もしそうだとするならば，そ

れらの意思決定のためにデータを提供する管理会

計手法に日本企業の競争力をさぐるキーが存在す

るのではないか，という推論がなされるのである。

これが，今日の実証研究の背景になっていると思

われる。

しかしながら，アンケート調査はもともとでき

るだけ多数の企業を対象として，一般的な傾向を

見つけることが目的である。したがって，日本企

業では標準原価がどの程度に採用されているかと

か'あるいは製造間接費の配賦方法をどのように

なされているか，などの全体像を把握するのには

好都合である。

しかし，その企業で採用されている原価計算
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ジは，製造原価が低いのに高い販売価格を設定し

て多額な利溢をあげているというものではないだ

ろうか。その理由は，昔からいわれているフレー

ズ「薬九層倍」がわれわれの脳裏から離れないか

らであろう。さらに，ビタミン剤に代表されるよ

うに薬品メーカーの広告が，新聞・テレビ･雑誌

などで目立つこともあげられよう｡

それでは，医薬品メーカーの利益は他の業界と

比べて，それほど高いのであろうか｡￣般にわれ

われが薬品メーカーという場合，その内容は二つ

に区分される。病院などに販売される医療用医薬

品と普通の薬局店で販売されている一般医薬品で

あり，生産額ベースでみると前者がほぼ85％を占

めるが，これはわれわれが直接購入するものでは

ないから，直接に目をふれることはない。したがっ

て，一般に新聞・テレビ・雑誌などの広告は後者

のものである。

医薬品メーカーは，もちろんそれぞれの得意と

する分野をもっており，医療用医薬品のみを製造

している企業もあれば，両方を生産・販売してい

る会社もある。また，近年の健康ブームにあやかっ

て滋養強壮剤や健康食品なども扱っているので，

純粋な意味での医薬品のみの利益率はわからない

が，主要な薬品メーカーの売上高，売上高総利益

率，経常利益率と他の業種のそれらを示すと表

（１）のようになっている。

ができよう。

井上信一「生産方式と原価計算（１）(2)」香川

大学経済論叢(第55巻第２，３／4号)，1982年

９月。

田中嘉穂・井上信一「生産方式と原価計算：

昭和57年の実態分析」香川大学経済論叢（第

５７巻第１号)，1984年６月。

高橋史安「我が国における原価計算の榊造と

課題」会計学研究（日本大学会計学研究所）

No.３，１９８８年。

ＮＡＡ東京支部「新しい製造環境下の管理

会計一米国管理会計の再構築に何を学ぶ

か－」ＮＡＡ東京支部研究報告No.１，１９８８

年。

浅田孝幸「予算管理システムの日米企業比較

について」企業会計(第41巻４．５号)1989年。

(2)佐藤康男「ハイテク企業の原価計算と利益管

理一茨城日本電気のケースを中心として－

」企業会計（第42巻10号)，1990年。

佐藤康男「ビール業の原価計算一オリオンビー

ル(株)の事例一」経営志林（第27巻４号）

1991年。

１．医薬品業の原価計算

一般に，われわれが医薬品に対してもつイメー

表（１）医薬品メーカーの利益率

出所；三菱総合研究所「企業経営の分析」データは昭和63年度

企業・生耀名 売上高
売上高

総利益率

売上高

経常利益率

総資本 原価構成賛

経常利益率｜原材料 労務費 経費

武田薬品工業 5,850 4０％ 1３％ 1１％ 5８％ 2３％ 1９％ 

＝ 共一 ３ 085 3９ 1０ 1０ 6８ 1７ 1５ 

山之内製薬 ２ 343 6７ 3０ 2２ 6３ 1８ 1９ 

藤沢薬品工業 ２ 086 4４ 10 ６ 5０ 2９ 2１ 

大・正製薬 １ 472 7０ 3０ 2１ 8０ 1２ ８ 

エーザイ １ 864 6７ 1７ 1３ 6１ 2０ 1９ 

医薬品全体 5４ 1６ 6３ 2０ 1７ 

工作機)械 1１ ８ ６ 8８ ７ ５ 

繊維業 1７ ６ ５ 6０ 1７ 2３ 

食品加工業 1９ ４ ７ 8９ ４ ７ 
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表（｜）からわかるように，医漿,'１１１，メーカーの利

益率はここで掲げた他の)雅業と比!隣しても,｢liい。

とくに特徴的なのは，販売費および一般管理jAi率

(対売｣:ii:IITに対して）の割合が商いことである。

たとえば，医薬品業はおよそ42％であるが，｜:作

機械紫４％，紡績業13％，食,1,,1,"||［染15％である。

これは流迦経路の特殊'１M:と広告嵩伝賀に原因があ

ると思われる。なお原価構成没は以下で原Iilli1汁

算の形態を示すので参考として|Mげてある。

なる。本稿でこの企業の原Ⅲi計算方法をとりあげ

るのは，米'１<|のiyi:''１１会計下法の一端を0〈すことが

できるからである。この企業の原価計算とｎ本企

業のそれを比較することによって，両肴の違いを

|川らかにできるであろう。

この企業の規棋について|ﾘlらかにしておこう。

(仏込）資本金は18億９千ﾉﾌﾞ11]－]990年１１月期

決筑對時,以下もlIiilじ－，資魔総額はおよそ200

億'１１であり，売肺jは3'13億|ﾘ，売上総利縦が184

億１１｣，経常利溢が１７億円であるから，表（１）に相

応するそれぞれの数値はつぎのようになっている。

売上高総利砿率５ｲ％

光上高経常`ﾄﾞﾘ樅率５％

総盗本経常利統率８％

これからみてわかるように，売上高総利益率は

業界､ﾄﾞ均を維持しているが，光［高経常利益率と

総資本経常ｆ１脇率はかなり「'１１|っている。これは

売上規模の大小にかかわらず，その販売網は全国

に拡大しなければならないという医薬品業界，と

りわけ医療1U医架,７１メーカーの特徴といえる｡売

上Ｍ:蝿がﾉ<きくなっても，それに比例して販売費

が噌人しない－力，一定の完ｋ高を確保するため

には，それを１１能にする販売網を維持するための

liITl疋的な賛111が不'１J欠なのである．

ちなみに，この企業の原価|'W成比は，原材料費

が70％，直接労務費が６％，経費が24％となって

いる。直接労務没の比率が小さいのが特徴である

が，［場見学してみると機械化の程度がかなり高

いことがわかる。これは生産されている製品が，

そのような大殻生簾に適しているのかもしれない。

これについては，１１１１外漢の轆衿にはl［確な判llliは

できない、

（１）調査対象の企業

ここでとりあげる会ﾈ'二は，わがIjilの代表的な薬

,1,Aメーカーとアメリカ製薬企業との折､Ⅲ111資によ

る合弁企業である。この企業は，腿薬品業界では

戦後鹸初の日米合弁企業として1953年にスタート

したが，他の外資系製薬会社とは災なって，現在

では社腿をはじめとして常勤役興のすべてがこの

企業プロパーの人'''1であることが!'ｻﾞ徴である。し

かも，この企業では“全員参加による全員経営”

をモットーとしてきわめてＲ本的な経営をしてい

るユニークな企業である。

しかしながら，この企業で採川されている管理

会計手ibkは原會価計算の一部分を除いてまさにアメ

リカのものである。それはF|米の折半111資であり

ながら，合弁のスタート時において製品の111場競

争力および開発能力という点では麟然とした差が

あったので，会計椅理はアメリカ企業主導狐にな

らざるを得なかったからである。i没ｖ:時の50ｲﾄﾞ代

は，まさに日本経済は戦後の復興Iljlであったし，

財務会計の諸規則もようやくスタートした段階一

証券取り|法（昭和23ｲい企業会Ｉ汁原!iリ（昭FⅡ2'１

年)－であったので，原Il11i計算を含む管理会,;|、

手法はアメリカのそれを導入せざるを得なかった

のである。

もうひとつのI(Illl1は，日米両親会|<|:の子会ﾈ|:櫛

理の姿勢にある。、4Nの親会社はJiM/Iiでも月次報

告などであまり詳細な注文をつけないし，年度予

算についても原則的には干渉しないそうである｡

それに対して，アメリカの親会社は一定の形式の

ﾉﾘ次報告を求めるばかりでなく，ilj年の経営iilll1li

および年度予算についても詳細な説|ﾘ1を要求する

という。したがって，、'1然のことながらこの企業

で,便111されている内(|』報告１Ｍの形式は米lJRl7I1と

（２）原価計算システム

わが|｣1の企業で''1〔接原Iillii汁脚がどのくらい孫111

されているかというlE確な数ｌｌ１ｉは明らかではない

が(!'，およそ20％台であるといっても間違いはな

いだろう。

：Ｍｌｉのところ，どのような堆禰でl亙接ljj〔Ｉｉｌｌｉ１ｉＩ算

が主として採刑されているかということをデータ

で示すことはできない。すでに掲げたこれまでの

原I1Iiiil節の実態i1M査からも，Ｉ蒐薬ﾑﾑ業でＩＩＬ〔接原Iilli

計算が他の業種よりも多く採川されているという
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llL[接労務費・Ｉ虹接経費・製造間接費はlI1jl定費とし

て扱われ，jUlll1ll賛川となる。

しかしながら，この企業では月次報fLi餅の数字

を財務会計上のそれと一致させるために，二つの

Ⅱ![接原価計算のタイプを便１１)している。いわゆる

IH1llli管理のための予算上のDII価としては，原材料

のみを製造原llliとし，iIL〔接労務費・直接経費・製

造間接費は期'１１]費用とする'１ﾕ接標準原I11i計算を採

川している。

そして，月次報告書として親会社および内部に

提出するものは，原材料費に加えて直接労務費と

i1L1接経費が製造原価に含まれており，製造間接費

のみが期ilM費１１１として処理される変速的な直接原

I11i計算である。

すでに述べたように、この企業で直接原価計算

が孫N]されているのはアメリカの親会社の要請で

あるが，採川されている111[接原価計算システムそ

のものは本来のもの－テキストで述べられてい

るようなひなＪｌ１－ではなくて，原価差額の処理

という点で１１本の税務上との妥協の産物といって

もよい変形蝋１１１〔接原価計節である。

まず，この企業で作成されている原価レポート

の種類一一般的な意味では原価レポートと呼ば

れないものも含んでいる－と，その提ⅡＩ（利用）

先をつぎに掲げておこう。

（１）棚卸資産報告書･……･……･在庫管理委員会

（２）原価差異レポート…………工場長

（３）製造原llli報告書……………税務川／親会社

（ｌ）Opera(jngSummaryl)yClassofExpense 

………親会社

（５）購入原材料の明細…………税務川

（６）ACC〔)１０(luiLylnv(1nLoryReport…親会社

（７）ComparisonofBudgetandAcutual 

ExpendiLure………各取締役

（８）Woll(i１噸CapitalＲｅｐｏｒｔ…………親会社

（９）MarginallncomeAnalysis………親会社

（10）CostReductionSysLemReporL…親会社

ここに掲げたレポートの名称はすべてこの企業

から得た資料に示されているものであるが，

ＡＣＯＣ・EquiLylnventoryRoportとはアメリカ

の親会社から職人した原材料の在庫畷の報告であ

る。日米の50％ずつの合弁であるから’この在庫

分はまだ完製[１，，１１となっていないので親会社はこれ

結果はでていない。この企業の場合，はじめに述

べたようにアメリカ企業との合弁からlll発してい

るのが[１２〔接原価計算を採月]している理山である。

つまり，アメリカの親会社がそれを採用しており，

この企業にも要求しているからである。

しかしながら，医薬品製造会ﾄﾞ|:で原価I;|iii:が重

要視され，結果として直接原llli【汁算が採111される

土壌があることは推測しうる。それは医薬品メー

カーの製造の特殊性であり，そのために設定され

ているＧＭＰ（GoodManufacLuringPracLico）

基準と呼ばれるものの存在である。

このﾙﾐ準は医薬１１Ⅱ1,の製造管理および品質管理規

則であり，昭和37年アメリカで設定されたもので

ある。したがって，Ｒ木企業がアメリカへ輪Ⅱ)す

るためには，当然にそれを遵守しなければならな

かったが，日本企業にも昭「'151年より行政指導で

導入されるようになった。

これは製造管理のlLi･任者と品質管理のそれを区

分することが要求され，それぞれの部門の製造標

準:１１|:および品質管理聴準書の作成義務が求められ

ている。このような医薬'1,,1,の,１，１１，質保証体Ilillから信

頼できるデータが求められ，そのことは原lIlii汁算

データにも波及している。すなわち，品質管理の

データと原価計算のデータが一体化しているので

ある。ここに，医薬品メーカーで原価計算がＨ１祝

され，利益管理に役立つ直接原llli計算が採川され

る素地があるように思えるのである。しかし，す

でに述べﾌﾟこように，この業界における１１[接lIj(lIlii汁

算の採川率が他の業界と比較して高いというデー

タは示すことはできない。

ｉ直接原価計算を採川しているといっても，原Ⅲ|ｉ

計算のセクション・レベルでのみ検討資料として

便|Ⅱされているのか，あるいは重役会での)１次報

告書として提出され，全社的なレベルで採川され

ているかによって内容は異なる。

この企業は，このような点からいえば，まさに

全*l2的なレベルで直接原価計算を採用している数

少ない事例のひとつである。uL1接原価計算は実際

(iiiで行なうのか，標準原価によって計算するのか

によって，実際直接原価計算と標準直接原llli計算

の二つに区分される。この企業では標準直接原価

計笂が採用されているが，その場合，予算上では

直接H1〔価(製品1片iIlli）とは原材料fliだけであり，
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にもとづいて未実現(内部)利益を控除しなければ

ならない。したがって，この報告召はこのような

合弁企業にとって特(jなものであるから，一般の

企業では存;圧しないものである。

つぎにWorkingCapicalReporLであるが，こ

れは売掛金，〈I：庫,１V]などを金額だけでなく，日数

や指数一滞留１１数，回転率一によって示した

ものである。また，MarginallnconloAnfllysis

とは限界利益の分析であって,その金額は売上１，１，

完Ｌ高などの原|人Ｉ別に示されるものであるという。

親会社に提||}される英文名のレポートは，米１１:|の

親会社から要諦されているものであるから，アメ

リカ企業の管理会計システムを垣llMみることがで

きる。

また，この企業における月次原I1Ii計算の作兆内

容はつぎのようにまとめることができる。まず，

原材料費の処理であるが，原材料は輸入と'1/|Ｋ|玉｜

内からの調達の二つの方法がある。それぞれの原

材料費の算定がなされると，IjlK準単|'Ⅱiと比較した

購入,価.格差異の算定／分析がなされる。

製造経費の処理はＩｌＬ〔接作業時間を把握し，期|Ｈ１

費用を算定して，,標準と比較した賃率・経費率の

算定／分析が行なわれる。

製,ｌ１Ｗｌｌｌ[H〔Ｉ１ｉ１ｉ,;|算:は工程別原l1Ili【;|節によって行な

われているが，Ni品ごとの収率一歩留率(yield）

と能率の驚異分析がなされる。もちろん，全体と

して原価差災の処理は税務上から必要となる。ま

た，期>|<の財務諸表に計上され．現在でも在庫と

なっているものは，標準原価の改訂がなされれば

評価稗しなければならない。jULl<の在庫評価は前

年度の標?ｌｌｆ原mliによってなされているので，期筒

に新しいM|瓢(；で計算しなければならない。

（３）標準直接原価計算

直接標準原価を設定するためには，予定生産量

とロット・サイズの設定，標準収率（歩留率）と

工数，そして原材料の標準購入llli格の設定がなさ

れ，製造ｊＢｉ１１１の』蝋りと部門費の配１１｣jliがなされな

ければならない。

企堆のHi(I1liI汁算システムを理解するためには，

その企業で便)'1されている原llli計算フォーマット

を示すのが好郁合と思われるので，表（２）に製造

原liHiの分類を，表（３）に補助経営部門と間接部門

の内容を掲げることにしよう。

表（２）直接標準原価計算にもとづく製造原価の分類

勘定分類

直接原価： llil接(l1lil定)原llli：

(1)林料挫：

主要原材料

補助原材料

容器。包装材

保険料

減llli償却費

$il税公課

lIiMiiliMi 
その他

(2)直接労務Zli

給料・睡余

橘利厚生fＹ

(3)その他のiilI接原lilli

旅ｉＨｉ

消耗品没

ユーテリティ

通僧YH

設備レンタル料

設備維持・修f1IMi

業界会饗・寄付金

その他

(4)外部加工慨
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表（３）補助経'営部門費の配賦表

(a）直接原liIiセンター !b）ＩｌＭ接撹センター に）計 (d）Ｐ／Ｌへの賦課

勘定分頬
製造.。。．．．171 ．．．＿計● 

両接原価

材料費

直接労務費

そのlIhの面接原lili

外部川11苣践

計

接ljjiIllli：

'１１ 

(２１ 

(3) 

(4) 

直後原Iilli

(1)irO(JICosl） 

」Ljnij91IMil原ｌｉｌ１ｉ

(Ｃ()ｍｍ()、

！)eriodCosL） 
Nｉ 

保険科

iiIilililli仙却費

その他

直接WlIllll1ji(ｌｌｌｉ

(DirocLPcrio(｜ 

Ｃ(〕Rt）

㈹合計

（ﾛ）両接・共通期間原価

のＰ／Ｌへの配賦

、合計

hli助部|孤噛の配賦

ユーテリテイ

維侍・修理

品衝徹:理

材料倉ＩｒＦ

ｉｉＩ・

目Ｐ／Ｌへの配lliii

l1iilllli(後の製造原llli

妓初に，表（２）の製造原価の分類から説'ﾘ]する

ことにしよう。すでに述べたように，この企業で

は原llli管理と月次報告書という二つの||的のため

に異なった直接原価計算方式を採用している。こ

こでは，後者のためのものであるから，I1LI接原ｍｉ

に含まれるものは原材料費。直接労務費・直接経

費・外部(注)加兀費の四つである。

しかし，，}L〔接標準原価計算をベースにしている

とはいえ，ここでいうＩＩｌ〔接原価という怠し'<は原llli

r汁筑'２のそれとはいくぶん異なっていることを岐

初に指摘しておかなければならない。一般に，Ⅱ'〔

接lj;〔Illli;l猟l:でいう「ｕｌｔ接原Il1i」とは変動lH(IllIiと

'11蕊調としてⅢいられ，その場合プロダクト･コ

ストとなるのは製造変動原Illliである。

しかし，英語名では|[ilじdirecLc()ｓｌであっ

ても，それが直接賛と訳される場合には１１１１接YHに

対する川語として使用され、プロダクト・コスト

では''1〔接材料費・直接労務費・直接経費からなる

'11〔接製造原Illiを意味する。だが，周知のように111［

接賀と変動費は同義語ではない。たとえば，［11接

労務費は支払形態によって変動費ともなるし，問

定賛ともなる。また，直接経費に含められる２１i1代

や設計費，試作費などもその製品を生産するのに

１１'[接的な関連をもってはいるが変動費ではない。

この企業の直接原lilli計算ベースでいう「U【[接原

IIlli(〔IirGctcos()」とは，後述する原Illli部ｌ１１－ｌＷｉ

助(|ll1l｣を含む－ごとに把握できる原I11iというこ

とであって，すでに述べたように製,１m１，のＬＭｉｉと111〔

接関連する変動費ではない。

この企業のコスト・センターは表（３）にも,（し

てあるように，直接原'111センター（dircctcosI

ccllLors）とiHj接費センター（overheadco月ｔｃｅｎ‐
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teres)の二つに区分される。そして，前者は直接

製造部門と補助経営部門に区分される。直接製造

部門は６個からなっており，補助経営部門もユー

テリティ，維持・修理，品質管理，材料倉庫など

の６個からなっている。

表(2)の直接材料費と外部加工費は直接製造部

門だけに発生するものであるが，直接労務費とそ

の他の直接原価は補助経営部門にも発生する。そ

れが表(3)に示されている「直接原価」である。

また，間接原価も同じように直接製造部門と補

助経営部門ごとに集計されることになるが，これ

は表(3)では｢直接期間原価｣として示されている。

つぎは間接費センター（共通部門）であるが，

これは工場管理部門，包装・デザイン部門，設備

管理部門など８個からなっている。そして，直接

材料費と外部加工費を除くすべての原価は，やは

りこれらの部門ごとに集計されるが，これは表

(3)で「共通期間原価」として示されている。

さて，表(3)に示されているように，直接・共

通期間原価は損益計算書へ賦課されることになる

が，これらは固定費であるから全部原価計算に変

換するためである。最後に，補助経営部門で発生

した費用は，階梯式法によって直接製造部門と共

通部門（間接費センター）に配賦される。そして，

共通部門へ配賦された原価はやはり損益計算書へ

賦課される。したがって，表(3)では最終的に直

接製造部門の原価だけが示されることになる。

通常，原価計算のテキストでは，建物減価償却

費・電力料・土地・建物固定資産税・福利厚生費

のような部門共通費は一定の基準によって製造部

門と補助部門に配賦され，次いで補助部門費が製

造部門に配賦されるという手続がとられる。しか

し，ここでは補助部門費が共通部門に配賦される

ようになっており，通常のプロセスとは逆になっ

ている。これについては適当な理由があると思わ

れるが，筆者には不明である。

これ以後はいわゆる製品別原価計算の手続とな

るが，この企業では工程別原価計算を採用してい

る。そのさい，製品別加工費の計算は，それぞれ

の直接製造部門（工程）ごとに集計された製造費

用を各々の製品の加工時間をベースにして行なっ

ている。それぞれの製品ごとにかなり詳細で，か

つ厳密な標準原価を設定しているようであるが，

月次の原価計算では個々の製品別原価計算にはあ

まり重点をおいていないとのことである。

その理由は医薬品の販売価格の決定方法にある

と思われる。周知のように，医療用医薬品の定価

に当たるものは厚生省によって決定される「薬価

基準｣である。これは組合健康保険，国民健康保

険などで行なわれた医療のさい使用された薬剤の

額を請求するさいの｢価格表｣である。「薬価基準」

は毎年のように引き下げられるので,各メーカーは

薬品としてはまだ有効であっても，商品価値のな

い安価な薬から高価なものへと移す傾向がある(2)。

このように，医薬品メーカーは長い年月と巨額

な研究開発費を投じて新製品を開発したとしても，

自分で販売価格を決定することができないばかり

でなく，一度決定された定価である「薬価基準」

はとめどなく引き下げられるという状況にある。

したがって，価格決定のために原価計算は利用さ

れないので，すでに販売されている製品の原価を

厳密に計算するメリットはあまりないのであろう。

最後に，この企業の損益計算書のフォーマット

を表（４）に示すことにする。これは直接原価計算

と全部原価計算の両方を含んでいるので，これら

の二つの関係を把握できる。

表(4)ProfitandL･ssSta鯉ment(P/L)F應稠､i[副

Sale．…………………………………………⑲亮霊駒
VariableCostofSalesatStandard 

VariableMfgVariances売上原価

InventoryRevalution（変動費）

Marginallncome……………………硬厩[莉蒟
DirectPeriodCost 

CommonPeriodｃｏｓｔ売上原価

InventoryAdjtoFullAbsorption（固定費）

ManulacturingProfiい……………律Ii厩iiXD
SpecialManufacturmgCharges特BII製造関係費用

Grossprofit(GP)………………………鰄
CommercialExpenses 販売費用

SeningProfit…………………………⑪f売莉】ｍＤ
Ａｄｍ，andGeneralExpenses 管理費用

Ｏｐ…ngProfit……………………C雇爾莉淘
MiscellaneouslncomeandChargesその他収入／費用

EammgsbeforeT…(NBT)……(i露iTii莉蔽）
IncomeTaxes税金

NetEarningsafterT…(NAT)…⑥厩祠
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完｣Ａ高から変動的製造原価を差し引いたものは

限界利益であるが，それからすでに述べたように

直接・共通期間原価が差し引かれ，さらに在庫に

含まれる固定費分を調整して全部原価計算に変換

されるのである。

も重要な企業秘密のひとつと考えられているから

であろう。とくに，日本企業のグローパリゼーショ

ンにともなって，移転価格やダンピングの問題な

どが多発しているので，企業はますます神経質に

なっているようである。しかし，会計のなかでも

管理会計の領域はいくぶん異なるので，もっとデ

スクローズされてもよいと思う(U)。

本稿で紹介するこの企業の原価計算および管理

会計手法は，工場訪問と経理・原価計算担当者へ

の２度にわたるインタビューから得られたもので

ある。貴重な時間を割いていただいたのは，まっ

たくの好意以外のなにものでもない。したがって，

その企業の秘密に関することがらは当然に叙述す

ることはできないので，ここではすでに述べた医

薬品メーカーとの対比で，直接関連する部分に限

定して述べることにする。

（１）たとえば，昭和60年に行なった日本大学「原

価計算研究会」の実態調査によると，直接原価計

算の採用率は29％となっている。Cf.,「会計学研究，

No.３」日本大学会計学研究所（1988年)。

また，兼子春三教授（信jﾄﾄ|短期大学）を中心と

するＮＡＡ東京支部が昭和６１．６２年に行なった実

態調査によると，日本企業とアメリカ企業の頂接

原価計算の採用率はそれぞれ20％，１７％となって

いるが，アンケートの調査対象企業（833社）に比

べて回答率（13％）が少なく109社であるので，こ

れによって判断するのは危険である。しかし，」二

記の調査と比較すれば，あまり大きな差異はない。

ｃＬ「新しい製造環境下の管理会計一米国管理

会計の再榊築に何を学ぶか－」ＮＡＡ東京支部

（1988年)，坂口博・加藤武信了生産形態の高度

化と原価計算制度の動向一日米企業の実態調査に

基づく比較分析一」城四経済学会誌（第24巻第］

号）1989年。

（２）最近の新聞報道によると，９０年の国内での薬

全体の生産額は５兆６千億円であり，そのうち医

療用医薬品は４兆７千億円に達するという。また，

「薬価基準」は過去10年間で半分にまで引き下げら

れているという（平成３年５月29日付朝日新聞)。

（１）原価計算の基本的なわく組

この企業の原価計算方式は，工程別原価計算と

標準原価計算がベースになっており，原価計算の

プロセスは要素別原価計算，部門別原価計算，製

品別原価計算という一般的な順序にしたがって行

なわれている。

まず，この企業の要素別原価計算ではつぎの六

つの要素に費用は集計されるが，一般のテキスト

でみられる直接材料費・直接労務費・直接経費・

製造間接費という分類とは異なるので，この企業

の特徴がここでみられる。

（１）労務費間接費（労間賛）

（２）外注加工費

（３）購入半製品費

（４）有償支給品受高

（５）有償支給品波高

（６）営業仕人品

まず最初の原価要素である労務費間接費である

が，直接労務費と製造間接費をまとめたものであ

り，一般にいわれている加工費ということになる。

多くの日本企業では，直接労務費と間接労務費の

区分が困難であるという理由からか，それらをま

とめて加工費として集計しているケースが多い。

また，現在の原価計算基準では賞与と退職給与

引当金繰入額は直接労務費ではなく製造間接費に

参入される項目になっているが，この企業では

2．コンピュータ・メーカーの原価計算

わが国におけるコンピュータ・メーカーは，日

本ＩＢＭを除けばいずれも日本を代表する総合電

機メーカーでもある。したがって，このような企

業で採用されている原価計算，管理会計手法は，

日本企業のなかでも最先端をゆくものと考えられ

る。しかしながら，このような日本を代表する大

企業の会計システムは，われわれ外部の人間には

知ることができないベールに包まれた聖域のよう

になっている。

それはお互いにしのぎを削っているライバルと

いう背景もあるが，やはり会計システムはもつと
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法定福利費・通勤費・募集費・厚生費・教育費な

どとまとめて人件経費と呼んでいる。

この企業はある電気・通信機器メーカーの分身

工場であり，コンピュータの製造を担〕１1している

ので，製品はすべて親会社に納入される。IMH人半

製品費とは外部から購入するものであり，有償支

給品受高とは親会社から購入するものである。そ

して，営梁仕人品とは営業部が仕入れるものであ

り，有償支給品波高とは外注先に支給される材料

費などであり，これは原価要素というよりはマイ

ナスの役人商ということになる。

ここで，原価要素のなかでも理解しにくい労間

費の内容を示しておくことにしよう。これは/くつ

に区分されているが，その内容はつぎのようになっ

ている。

（１）間接材料費

材料・ｉｌｌｊ粍I苣具備品・事務lll消耗品

（２）人件費

給料・時'''1外手当・雑給

（３）人件経費

賞与・退職手当・法定福利費・雑給与・通勤

費・旅費交通費・募集費・厚生賀・教育費・

傭軍費

（４）用力費

燃料費・ガス使用料・電力使用料・水道使用料

(5)減価償却費

(6)その他諸経費

賃借料・租税課金・保険料・修繕賀・広告宣

伝費・交際費・会議費・寄付金・会費・通信

費・荷造運賃・ＥＤＰ業務委託・棚卸減耗費・

雑費・研究試作費・設計外注費・貸倒引当金

要素別原Ⅲi計算のつぎのステップは部門別原価

計算であるが，これはどこの企業でも同じと思わ

れるが，原IiM部門ごとに費用を集計する手続であ

る。この企業では，補助部門費を製造部門に配賦

するさいには階梯方式が採用されている。原価部

門の数などについてはとくに質問しなかったので

不明である。

原価計算の岐後のプロセスは製品別原liIli計算で

あるが，この企業ではＳＢＵ部一コンピュータ

部，コンピュータ・デバイス部，ディスク装置部，

磁気デバイス部など~ごとに利益管理が行なわ

れている。したがって，製品別原IH1iiil･算もそれぞ

れのＳＢＵがもつ製品ごとに原価計算がなされる

ことになる。

最初に述べたように，この企業の原価計算は工

程別原価３１.算と標準原価計算がベースとなってい

るので，製,Iii1針１１．工程別標準原価計算の概略を示

すフォーマットを表（５）に示すことにしよう。

表（５）エ程別標準原価表

機種名：ＡＢＣ 評Iilli；％，単価；円

１
－
１
 
■
 

、
‐
し

工程
全体

評価
単価

数己のＩ 

評価 単価

材料

評価 価

外注加工費

評価 単価

０Ｆ。４●●■ ５０３ １２２ 

●●●●●□● 
０５０ １２３ ０４３ 

０９７●●●●●●● 
［Ｉ１８ １１ ０４６ ●■● ３０５ ６７７ 

●●●●●●● 
０００ ０００ ５２５ 

７７７●●●■●●● 
２６１ １ ０５３ ■□● ２５０ １ 

●●■●●●● 
０００ ０００ ５２８ 勺●●。白４５６ 

●●●●●●● 
０７２ ●■■ ４８０ １ 

●●●●●●● 
完成 100 217,620 100、43,0001100 74,500 100 120 
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表（５）では製品別の原価が工程ごとに示されて

いるが，これは標準工数にもとづいた標準原価で

ある。たとえば，製品名がＡＢＣという機械は，

第１工程で２％－完成するまでの工数の役人時

間を100％とする－だけの作業時間が発生し，

労間費は2,500円である。また，第１工程で投入

される材料費は全体の63％であり，金額にして

4,500円となる。外注加工費も同じようにして１０

円となるから,この機械の第１工程の全体評価一

完成品を100％とした場合一は15％で7,010円と

なる。

そして，この機械は第２工程，第３工程を経過

するにしたがって評価一工程別原価計算でいう

進捗度一と単価が累加され，完成した時点では

外注加工費が120円，材料費が74,500円，労間費

が143’000円となり，製造原価は217,620円となる。

これは半期ごとに改訂される標準原価であるが，

実際原価との差異は原価差額となる。

表（６）ＳＢＵ別損益計算表

機種名；ＡＢＣ

売上高

変動費

変動製造原価

販売直接費

準固定費

固定製造原価

一般管理部門費

金利

雑損

費用合計

仕掛増（減）

出来高

出来高変動費

出来高準固定費

税引前利益

変動費率（％）

準固定比率（％）

限界利益

限界利益率（％）

損益分岐点

安全余裕率（％）

棚卸保有日数

（２）ＳＢＵ別利益管理

通常，その企業の利益管理がどのように行なわ

れているかを理解するためには，重役会レベルの

月例会議にどのような会計資料が提出されている

かを知ることができれば好都合である。

すでに述べたように，この企業ではＳＢＵ別に

予算管理を行なっているので，ＳＢＵ別損益計算

書，そのＳＢＵで生産している機種別損益の予算・

実績比較表，費用構造の予算・実績比較表などが

月例会議に提出されている。ここで注目すべきこ

とは，ＳＢＵ別損益計算書は財務ベースと管理ベー

スという二つの方式で作成されていることである。

前者は全部原価計算にもとづくものであり，財務

諸表上の利益と結びついている。それに対して，

後者は直接原価計算にもとづいており，財務ベー

スの損益計算書とはまったく異なったフォームに

なっている。それを表（６）に示すことにしよう。
● 

表(6)のタイトルが損益計算書ではなくて損益
● 

計算表となっているのは，フォームが財務諸表の

一般形式とは異なっているからである。たとえば，

直接原価計算ベースの損益計算書ならば，売上高

から変動製造原価を差し引いたものは限界利益と

してすぐに表示されるべきなのに，ここでは総費

用の内訳だけが最初に示されて限界利益は最後の

|まうの項目になっている。この表は機種別の費用

構造表ともいうべきものであるが，これらすべて

の機種を合計すれば，そのＳＢＵの業績になる。

もちろん，これらすべての数値は予算と実績の両

方が示される。

また，この企業では本来の意味での固定費は存

在しないと考えられている。たとえば，人件費は

固定費と考えられるが，あるＳＢＵで余剰人員が

発生した場合，他のＳＢＵに異動させるので全社

的にみると準変動費になるというのである。

変動製造原価とは外注費，購入半製品費，間接

材料費，直接製造部門の人件経費，荷造運賃，

厚生部門費であり，準固定製造原価とは用力費，

減価償却費，間接部門の人件経費，管理部門費，

公害防止部門費，購入半製品部門費一購買部門

費一などである。

表(6)の下位に示されている変動比率，限界利

益率，損益分岐点，安全余裕率，棚卸保有日数な

どはいずれも管理会計のテキストで取り扱われて

いるものであり，利益管理には不可欠な指標で
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ある。これをみても，この企業の管理レベルがわ

かる。

詳細なデータを入手したが，それらをすべて公表

することはできない。しかし，管理会計の知識が

ある人ならば，本稿の内容からこの企業のレベル

は推定できるのではないだろうか。

（本稿は平成２年度の文部省科学研究費一般研

（１）企業の会計システムを知るためには，企業訪

問とインタビューに依存することになるが，短時

間で詳細な点まで把握することはむつかしい。そ

れに，なによりも多大な時間とコストがかかるの

で多くの企業に対して実施することは困難である。

筆者はこのような限界を打破するために，この２

年間にわたって「産学協同管理会計研究会」なる

ものを主宰している。これは大企業の管理会計担

当者と大学の研究者からなる研究会であるが，２ケ

月に１回の割合で会合し，そのつど企業側と大学

側からひとりずつ発表し，議論を交わすことによっ

て一定の成果をあげている。

究Ｃによるものである）

おわりに

本稿は，筆者の最近のテーマである「新しい企

業環境に相応した管理会計モデルの構築」という

意図に沿って進められている日本企業の原価計算

の実態調査の一環である。

ここでは医薬品メーカーの原価計算をとりあげ

たが，この業界はわが国でももっとも国際競争力

のない分野である。わが国のほとんどの製造業は

輸出主導型であるが，医薬品業界では輸出は総生

産額の１％たらずであって，ほとんどが国内消費

である。しかし，最近では一部のメーカーは輸出

の増大の兆しをみせている。

周知のように，この業界の競争力は新医薬品の

開発にかかっている。しかし，そのための研究開

発費は膨大になっている。かっては新薬の開発に

は10年，100億円がかかるといわれたが，現在で

は15年，150億円あるいは200億円ともいわれてい

る。したがって，売上高に占める開発費の比率は

高く－もっとも高い企業で18％程度－，リス

クも大きい。この業界の原価計算についてはあま

り知られていないので，日米の合弁企業ではある

がその一端は明らかになったと思う。

また，コンピュータ・メーカーの原価計算およ

び利益管理は，わが国トップ企業の管理会計シス

テムのレベルを知るのに役立つと思う。この企業

への会社訪問では，社長の好意によってかなり
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